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自己紹介

長野県地域おこし協力隊

一般社団法人Local Innovation initiatives（LII）共同代表

waratte 代表

岐阜県出身。愛知産業大学を卒業後、様々な職を経験し、2017年
に南信州豊丘村地域おこし協力隊に着任。2019年4月に長野県初
の県協力隊業務を受託。同年2月にwaratteを設立し、現在地域づ
くりを中心にさまざまな事業を展開している。

2022年2月22日に、長野県内のローカルプレイヤーで構成する一
般社団法人Local Innovation initiatives（通称LII）を設立。総務
省令和4年度「地域おこし協力隊員募集・受入支援モデル事業」
に採択され、長野県庁と連携し、佐久穂町の伴走支援を実施して
いる。

自身の協力隊や移住者としての経験とカウンセラーとしての視点
も踏まえた独自の視点から支援を実施している





3年間の活動について

【令和2年度（1年目）】

①長野県内の協力隊の活動・現状調査

協力隊目線で協力隊の優良事例を調査

優良事例の共通点を５つのポイントとして紹介

②協力隊担当者との意見交換

各地域振興局と連携して市町村の担当者と意見交換

③協力隊研修会への協力

内容のブラッシュアップや全体進行など
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3年間の活動について

【令和3年度（2年目）】

①長野県内の協力隊の活動・現状調査

協力隊目線だけではなく、行政・地域も調査

優良事例の共通点を３つのポイントとして紹介

②協力隊担当者との意見交換

各地域振興局と連携して市町村の担当者と意見交換

③協力隊研修会への協力

内容のブラッシュアップや全体進行など



【ポイントまとめ】

１．行政の受け入れ態勢整備
・行政では難しいことを外部に委託するという選択肢
・行政と地域が連携していると協力隊が活動しやすい
・採用形態は行政も隊員もある程度理解が必要

２．入り口設計の強化
・ビジョンの無い採用がミスマッチの原因をつくり出す
・設計～募集について外部の手を借りることも選択肢
・担当者自身が応募したくなるような募集案件をつくる

３．コミュニケーションの方法
・言葉だけのやり取りではなく、相手を理解しようという姿勢
・協力隊も担当者も感情のある人間であるという理解
・できないことを曖昧なままにせず、共通理解を深める



3年間の活動について

【令和4年度（3年目）の活動】

１．長野県地域おこし協力隊活動を踏まえた施策提案

２．飯田市地域おこし協力隊・担当者伴走支援の実施

３．協力隊担当者との対話（サポートネットワーク会議）

４．現役協力隊からのヒアリング（LIIとして）

５．総務省モデル事業への参画（LIIとして）



１．長野県地域おこし協力隊活動を踏まえた施策提案について

協力隊活動を
通して分析した
現状・課題

隊員の定着を図るため、受入地域、市町村とでビジョンや受入体制の共有・構築が必要

様々な分野で活動する隊員の起業、定着支援のため、研修の強化や専門性の高いアドバイザー（協力隊OB、コーディネーター等）による伴走支援が必要

県内市町村全体の募集案件・受入体制の質の向上のため、市町村における改善プロセスの事例化・横展開が必要

地域の熱量の差や担当職員等の異動による制度理解不足・引継ぎ不足解消のため、研修の実施、切れ目なくサポートできる体制の構築が必要

各圏域での状況把握や協力隊間、市町村担当課（事業課）間の交流促進のため、情報共有・つながりの場づくりが必要

⑷地域おこし協力隊市町村担当者研修の実施
協力隊制度の理解向上、担当職員の異動による切れ目をカバーする体制を構築するため、協力隊制度の基本的事項や実例を踏まえた受け入れ体制・制度設計等に
関する研修を開催

⑸地域おこし協力隊初任者研修の強化
今後の隊員数の増加を見据え、様々な活動パターンを想定した研修内容を拡充、採用時期によらず研修参加を可能とするため前期・後期の複数回開催

⑹地域おこし協力隊スキルアップ研修の強化
幅広い分野で活動する隊員の活動をカバーするため、分野別・段階別の起業に向けた研修、定住に向けた研修等の内容拡充・複数回開催

⑺県内採用の協力隊研修会講師の選定
協力隊向けの研修会等で適切な人材を講師として派遣し、研修の質の向上、好事例の展開につなげるため、分野別で講師ができる人材の整理、客観的な評価に基づ
く講師の選定

②協力隊・市町村
担当職員の研修

拡充

⑴市町村の協力隊募集・受入支援
募集案件や受入体制の質の向上により、入口段階でのミスマッチを防止、また、県内優良事例の収集、横展開を図るため、専門的なアドバイザーによる伴走支援を実施

⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援
隊員の孤立感・孤独感や、定住・起業に向けた不安を解消し、活動をサポートするため、県内隊員OBOG等をメンターとして派遣し、隊員の伴走支援を実施

⑶合同募集説明会のバージョンアップ
募集案件の質の向上、各市町村担当者の受入体制設計に係る意識向上のため、事前研修を開催し募集内容のブラッシュアップを実施

①専門性の高いア
ドバイザーによる
支援体制の構築、
事例収集・横展開

⑻地域振興局企画の研修会の見直し
隊員同士のつながりづくりの場として、年1回協力隊研修会を地域振興局ごとに実施、各地域の隊員OBOG等がアドバイザーとして企画に参加

⑼地域振興局協力隊担当者の補強
定期的な研修開催や各圏域でのサポート体制を強化するため、管轄市町村内の協力隊の状況を把握し、担当者の相談などを受けられる専門人材の配置

③サポートネット
ワークの強化

今後、県が取り組むべき9施策を提案



⑴市町村の協力隊募集・受入支援

⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援

⑶合同募集説明会のバージョンアップ

⑷地域おこし協力隊市町村担当者研修の実施

⑸地域おこし協力隊初任者研修の強化

⑹地域おこし協力隊スキルアップ研修の強化

⑺県内採用の協力隊研修会講師の選定

⑻地域振興局企画の研修会の見直し

⑼地域振興局協力隊担当者の補強

１．長野県地域おこし協力隊活動を踏まえた施策提案について



⑴市町村の協力隊募集・受入支援



なぜ募集・受入支援なのか？



募集・受入

支援

コミュニケー
ション

目的の設定

経費の使い方

制度の理解

地域との関係

人物像の設定

募集内容が曖昧なため協力隊を採
用する目的が明確化されていない

活動内容が決まっていないので何
にどれくらい予算が必要かわから
ない

協力隊の制度の理解不足によって
隊員と受入側の間でミスマッチが
生じる

ペルソナ設定が曖昧なため後にな
ってこんなはずじゃないに繋がる

地域との合意形成ができていなこ
とで活動への理解が得られない

採用段階の仕事内容が曖昧だと共
通言語が見つからず会話が成り立
たない



募集・受入支援とは何か？

現場の
ヒアリング

課題と目的の
整理

業務内容の
整理

必要な人物像

募集内容構成
募集媒体の

決定
募集開始

募集広告の
拡散

応募者整理 書類選考 面接 採用

会社で人事採用する際に「とりあえず入れよう」「入れてから考えよう」という考えはない。会
社にとって必要なスキルや人物像を考え、適切な人材を適切な配置につけるために採用する。
協力隊の採用も同じで、地域の課題を整理し、どの業務を担当してもらうのか、なぜその人でな
ければならないのかを説明できないのであればミスマッチのリスクの高い採用であると考える。



⑴総務省モデル事業への参画

■総務省「地域おこし協力隊員募集・受入支援モデル事業」

6月 一般社団法人ﾛｰｶﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｲﾆｼｱﾁﾌﾞで県から業務を受託

佐久穂町

農政係 酪農分野における協力隊募集

福祉係 福祉分野における協力隊募集

一般社団法人ﾛｰｶﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｲﾆｼｱﾁﾌﾞとは

長野県内の地域プレイヤーとして活動する事業者や地域おこ
し協力隊OBOGで組織する地域づくり業務をサポートする事業体



全体スケジュール
令和4年

７月 8月 9月 10月 11月 12月
令和5年

1月 2月 3月

チーム合宿

佐久穂町挨拶

一次選考

おためし協力隊採用決定

募集要項作成開始

全体スケジュールのポイント
１．関係者ヒアリングに時間をかける
２．募集要項・記事の作成を丁寧に
３．募集媒体の選定
４．おためし協力隊制度の活用

媒体決定

関係者ヒアリング

募集開始

一部募集開始

募集要項ブラッシュアップ

合意形成ワークショップ



企画立案 企画制作 情報拡散

合宿

担当者ヒアリング

関係者ヒアリング

募集要項作成

募集記事作成

合意形成WS

募集媒体決定

説明会開催

情報拡散

合宿で協力隊募集設計
に必要な基礎を学ぶ

担当者から現状課題に
ついてヒアリング

町の関係者から現状課
題についてヒアリング

町の紹介や諸条件を改
めて整理する

仕事の内容をできるだ
け具体的に表記する

関係者と共にどんな人
を採用するのかを共有
する

どの媒体を使用して募
集をかけるか予算をも
とに検討する

今回はグリーンズジョ
ブの協力で開催

募集媒体だけでなく担
当者をはじめ関係者で
情報拡散する

佐久穂町の当初課題と募集概要

■当初課題
農政係：酪農ヘルパーの不足

→酪農家が休めない
協力隊の募集に反応がない

福祉係：協力隊募集が定員割れ
業務内容が不明確

■募集概要
農政係：過去の募集要項をそのまま
使用していたため酪農の事業承継が
前提になっていた。
福祉係：何をしてもらうかがほぼ決
まっていなかった。

当事業実施におけるLIIの役割

■手伝いではなく壁打ち
中間支援組織として全てLIIが作り上げ

るのではなく、あくまで行政や地域のみな
さんに考えてもらうことを重視した。これ
により地域力をつけ、自立した地域づくり
につなげることができる。

■アドバイスではなく協働
上から目線のアドバイスではなく一緒に

考え学ぶ姿勢を大切にする。

具体的な取り組み内容

完成した募集内容 成果と気づき

農政係

福祉係

牛いっぱい！かわいさいっぱい！夢いっ
ぱい！自然豊かな八ヶ岳山麓で酪農サ
ポーターとして活躍しよう！（地域おこ
し協力隊2名採用）

企画力のある福祉従事者に成長！一緒に
障がい者とまちの人をつなぐ企画を考え
て「誰もが自分らしく生きることができ
るまち」を目指しませんか？

成果

気づき

問合せ：農政13件、福祉17件
応募 ：農政1件、福祉6件
当初構想からしっかり内容を詰める
ことができた。

問合せや応募だけでなく、地域の声を聴
く中で新たなコミュニケーションが生ま
れたり、再認識できたことも多くあった。
地域力アップへの貢献ができた。



⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援



協力隊伴走支援の必要性

コミュニケーション
に関する課題

卒隊後の進路
に関する課題

・地域との関係
・担当者との関係
・上司との関係
・出向先での関係性

・起業か就業の選択
・収入確保
・住居確保
・定住の可能性

協力隊自身の課題

ミッションとの兼合い

行政の意向

地域の思い

⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援

協力隊員の課題となる要素

協力隊自身の課題



⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援

飯田市と連携、担当者と協力隊員１名（担当者より選定）に実施

期間：令和４年７月～１１月（５か月）

実施目的：協力隊担当者と協力隊員を伴走支援

することでどのような変化や反応が

あるかを実践を通して調査する。

実施方法：

①協力隊員、担当者の現在地確認

②協力隊員のヒアリング

③協力隊担当者のヒアリング

④曼荼羅の作成（隊員＋担当者）

⑤卒隊を見据えた活動計画（隊員＋担当者）

⑥ブラッシュアップとまとめ



⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援
【アンケート回答】
・協力隊員の声

任期後の着地点について、「それぞれ優先順位をつけるとした
ら、どうする？」という質問があり、「これは自分がやりたい
と思ったこと、熱意を持てることを優先して考えると良い」と
教えてもらえて大変参考になった。
→「これまで地域のために何かしないと」という気持ちであ
せっていたが、自分自身の実現したいことが後回しになってい
た。これを大切にしながら再構築の糸口が掴めた。
定住に向けての活動を考える中で、個人の思いと地域の思いの
擦り合わせが必要だと感じた。

・協力隊担当者の声
隊員の活動と地域の活動の間にどのように折り合いをつけてい
くかをはっきりさせる必要があると感じた。さまざまな仕事の
やり方があるので、隊員の希望することを理解して寄り添うこ
とから始めようと思った。
→伴走支援開始段階で、サポートをしたいという思いは強かっ
たが、新たに担当になったばかりで、何から話し合っていくの
かどのようにサポートしていいかわからなかった様子だったが
支援を通じてコミュニケーションのきっかけになった。



⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援

【課題】

採用段階で双方の目線合わせが必要

個別ヒアリング→目線合わせ→役割分担

ミッションと隊員自身のやりたいことの整合性

【まとめ】

今回の伴走支援を通して、双方のコミュニケーションにつながり、隊員にとっても次

のステップに進めるきっかけにはなったが、明確な成果につなげるにはもっと時間が

必要であると感じた。

一定の効果は見込めるが、隊員それぞれの思いや取組み、担当者の熱量などによって

も結果が変わってくるため、非常に難しい取組みであることも感じました。



募集・受入支援ま
たは研修による
土台作り

ミッションとの兼合い

行政の意向

地域の思い

個別伴走支援
卒隊に向けた

活動

協力隊自身の課題

⑵協力隊員の定住に向けた伴走支援



⑶合同募集説明会のバージョンアップ



これまでの合同募集説明会

参加希望の市町村

⑶合同募集説明会のバージョンアップ

参加希望の市町村

参加希望の市町村

長野県

• 希望市町村はすべ
て参加可能

• 事前の打合せはリ
ハーサルのみ

• 募集内容の作り込
みに差がある

合同募集説明会
当日



長野県協力隊としてサポートした合同募集説明会

参加希望の市町村

⑶合同募集説明会のバージョンアップ

参加希望の市町村

参加希望の市町村

長野県
長野県協力隊

合同募集説明会
当日

募集内容の
ブラッシュアップ

発表内容の
ブラッシュアップ



理想的な合同募集説明会

⑶合同募集説明会のバージョンアップ

Ａ市

B町

C村

長野県
中間支援組織

合同募集説明会
当日発表内容の

ブラッシュアップ

協力隊員の
募集・受入
勉強会

【ポイント】
・募集・受入支援の導入

募集内容を精査することで、どのような人に何をしてもらうために採用するか、
といった基本的な内容を明確にして、募集側・応募者側双方の理解を深めるこ
とで採用後のミスマッチを軽減する



⑷地域おこし協力隊市町村担当者研修の実施



⑷地域おこし協力隊市町村担当者研修の実施

初任者研修
年1回

スキルアップ研修
年1回

共に協力隊向けの研修

現在の県内研修

担当者向け研修
定期開催なし

協力隊担当者の課題
• 担当になったばかりで協力隊制度など

がわからない。
• 活動費の使い方がわからない。
• 今までに事例がないことをどう判断し

てよいかわからない。
• 卒隊後に向けてどこまでサポートして

よいのかわからない。または、どのよ
うにサポートしてよいかわからない。



⑸地域おこし協力隊初任者研修の強化



初任者研修
年1回（5~6月）

現在の県内研修
提案前の内容

• 現地開催がメイン
• 最初にOBOGの取組を聞

く（3名くらい）
• 自己紹介で時間がなく

なる
• 年に1度なので、機会を

逃すと翌年の参加に
なってしまう

• 優良事例の紹介ばかり
で途中経過や苦労など
大切なポイントが聞け
ない

• 市町村の協力隊担当者
から連絡がきておらず
参加できない隊員がい
た

提案後の内容

• オンライン開催がメイン
• OBOGの失敗談や苦労を

聞く（3名くらい）
• 自己紹介よりも対話の時

間を重視
• テーマを定めできるだけ

県内の講師をピックアッ
プする

• ファシリテーターとして
対話の促進を行う

• 協力隊目線で学びたかっ
たことをテーマや内容に
組込む

• 自分自身の体験談もでき
るだけ話す

• SNSグループでも研修の
呼びかけを行った

初任者研修
年２回

提案した県内研修

⑸地域おこし協力隊初任者研修の強化



⑹地域おこし協力隊スキルアップ研修の強化



スキルアップ研修
年１回（2~3月）

現在の県内研修
提案前の内容

• 現地開催がメイン
• 開催時期が年度末なの

で年度採用されている
３年目の隊員は直後に
卒隊となる

• マインドセット、事業
計画、経営計画などい
ろいろあるが年に１度
なのでひとつのテーマ
しか学べない

• テーマが決まったあと
の講師の選定がむずか
しい（つながりが少な
い）

提案後の内容

• オンライン開催がメイン
• 年に３回開催されるため、

学びたいテーマのみ、あ
るいは全部の研修を受け
ることでスキルアップに
つなげることができる

• 定期的な開催にすること
で担当者が告知メールを
見落としても参加できる
ようにする

• 一年間で複数テーマを設
定することで働き方だけ
でなく生き方や定住など
幅広く学ぶことが可能に
なる

スキルアップ研修
年３回違うテーマ

で開催

提案した県内研修

⑹地域おこし協力隊スキルアップ研修の強化



⑺県内採用の協力隊研修会講師の選定



⑺県内採用の協力隊研修会講師の選定

外部講師

協力隊
OBOG

• 県内での登壇実績がある
• 市町村での登壇実績がある
• 関係者のつながり
• 市町村への確認

or

【選定基準】

【課題】

• つながりがないと依頼しづ
らい

• テーマに対する対象者が限
られる

• 協力隊OBOGの場合、優良
事例として紹介される事例
が多いが実態がわからない

県内講師人材の育成

• 県内在住の地域プレイヤーで講師がで

きる人材のリストアップを実施

• 分野別もしくは、得意分野を把握

• 協力隊OBOGは事業内容だけでなく、

地域や行政との連携などを重視しつつ

育成枠講師の立ち位置からスタート



⑻地域振興局企画の研修会の見直し
⑼地域振興局協力隊担当者の補強



現状

課題

• 協力隊向けの研修や交流会は地域
によって開催頻度が違う

• 担当者が１～２年で異動している
• 出向職員が担当しているケースが

多い

• 協力隊向け研修がまったく開催さ
れていない地域も多い

• 担当者の異動により方針が変わる
• 持続的な取り組みができない

提案

協力隊OBOGにサポーターとして一部
業務の委託の検討。研修会や交流会の
定期開催につなげ、各局隊員の現状把
握を行う

⑻地域振興局企画の研修会の見直し
⑼地域振興局協力隊担当者の補強



長野県地域おこし協力隊
３年間の活動の気づきと成果



1年目

協力隊のヒアリング

調査方針の変更

2年目

行政・地域のヒアリング

協力隊課題の研究

3年目

行政への施策提案

仮説の検証

自分の主観→相手の理解 客観的に見る協力隊制度
学びと知見と経験を活かした

事業への可能性

着任当初、自分の周りで悩んでいる隊
員に何ができるか焦るばかりでした。
寄り添うにも多少の経験以外に知見も
学びも足りていないことを当時の担当
である工藤さんとの対話の中で気づき
ました。
そこから、話合いを重ねて、まずは県
内をじっくり見渡し、難しい活動の中
で成果を収めている隊員に目を向けて
初年度の調査を終えました。

初年度に着目した協力隊の優良事例の
共通点からコミュニケーションの重要
性を再認識しましたが、県内の市町村
単位で協力隊制度をうまく活用できて
いる事例についての調査を中心に2年
目の活動を行いました。客観的な目線
で協力隊を見たときに、表面化してい
る課題の奥に本質的な課題があること
に気づきました。それが募集・受入段
階のビジョン設定の重要性でした。

協力隊の募集・受入支援をどのように
事業化するか悩んでいたタイミングで
総務省から「地域おこし協力隊員募
集・受入支援モデル事業」の募集があ
りました。さらに、地域づくり事業の
会社を一緒につくろうという誘いがあ
り、一般社団法人の設立に至り、３年
目は県協力隊としての活動と仮説検証
のために法人としての動きも同時並行
で行いました。



相互理解の重要性

•協力隊と行政はお互いそれぞれ背景が違い、習慣が違うものが一緒に活動するということを念頭に置き、自分を理解して

もらうためにも、まずは相手を理解することから始めよう

お互いのビジョンのすり合わせがミスマッチを防ぐ

•目の前にある課題に目が行きがちだが、応急処置ばかりを繰り返しても変化は生まれない。本質的な課題に目を向けてこ

そ、次のステップが見えてくる。応募者も募集側もしっかりビジョンを持ちすり合わせることでミスマッチを軽減できる

長野県は全国の縮図

•長野県は全国でも2番目の協力隊受入れが多い県である。全国各地でいろいろな活動や悩みがあるが、県内には本当にた

くさんの事例がある。これらを情報共有し、各市町村同士で学びあい、支え合ってほしい。

研修内容の充実で課題解決！

•協力隊や担当者のニーズに合った研修を充実させることでそれぞれの気づきを増やして考えるきっかけづくりの場をつく

る。必要なタイミングで必要な学びを提供できる土台があれば解決できる課題があるはず！

まとめ



ご清聴ありがとうございました

3年間の活動でご協力いただいた
みなさんに改めて感謝致します。

ありがとうございました。

長野県地域おこし協力隊

杉山豊


